
今別町創業支援事業補助金交付要綱 
令和６年６月19日 

訓令第23号 
（目的） 
第１条　この要綱は、町内で創業等をする者に対して、予算の範囲内において今別町創業支

援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、町内での雇用機会の創

出及び地域経済の活性化に資することを目的とする。 
２　前項の補助金の交付に関しては、今別町補助金交付規則（昭和53年今別町規則第７号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
（定義） 
第２条　この要綱において「創業等」とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

(1)　事業を営んでいない個人が新たな事業を開始する場合 
(2)　事業を営んでいない個人が新たに法人を設立する場合 
(3)　事業を営む個人又は法人が新分野に進出する取り組みを行う場合 
（補助対象者） 
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、町内において補

助金の申請年度内に創業等をする者又は申請時に創業等の日から１年を経過しない者で

あって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 
(1)　申請する者に各種税、公共料金等の滞納がないこと。 
(2)　申請する者が町内に居住していること（創業に伴い居住する場合を含む）又は町内

に本店又は主たる事務所を置くこと。 
(3)　年間を通して同一場所で２年以上継続して営業を行う計画がある者 
（補助対象事業） 
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 
(1)　別表第１に定める業種に該当しないこと。 
(2)　フランチャイズ契約若しくはチェーンストア又はこれらに類する契約に基づく事業

でないこと。 
(3)　地域の風紀を著しく害する事業でないこと。 



(4)　事業計画等が、中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第31条に規定する経

営革新等支援機関に認定された青森県内の認定支援機関の支援を受け作成されたもの

であり、実効性があると認められた事業であること。 
(5)　創業業種に関する法令に違反がないこと。 
（補助対象経費） 
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号の

いずれにも該当するものとする。ただし、国又は地方公共団体等の他の補助金等の対象と

なる事業に要する経費を除く。 
(1)　補助対象事業に係る経費のうち、別表第２に定めるものであること。 
(2)　経費の使用目的が、創業に必要なものとして明確に特定できること。 
(3)　証拠書類（領収書等）によって、契約、支払等が確認できること。 
（補助金の額） 
第６条　この補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額又は100万円のいずれか低い

額以内とし、千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 
（補助金の交付申請） 
第７条　補助対象者は、今別町創業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる

書類を添えて、町長に提出しなければならない。 
(1)　事業計画書（様式第２号） 
(2)　住民票及び納税証明書 
(3)　事業計画書作成確認書（様式第３号） 
(4)　事業拠点を示した地図、賃貸借及び取得に係る見積書、設備改修、機械器具購入並

びに広告宣伝に要する経費の見積書等の写し 
(5)　特定創業支援事業を受けた証明書の写し（特定創業支援事業を受けた場合に限る。） 
(6)　営業許可書の写し（許認可を必要とする業種で、既に許認可を取得している場合に

限る。） 
(7)　その他町長が必要と認める書類 
２　前項の補助金交付申請書の提出期間は、毎年４月１日から翌年１月31日までとする。 
３　町長は、前項の書類により証明すべき事実を町が保有する公簿等により確認することが

できるときは、当該申請者の同意を得て、当該書類の添付を省略させることがある。 
（審査） 
第８条　町長は、補助金の交付決定について速やかに審査を行うものとする。 



２　前項による審査を行うため、町長は審査委員会を設置し、委員は次に掲げる者で構成す

る。 
(1)　会長は、総務企画課長をもって充てる 
(2)　副会長は、産業建設課長をもって充てる 
(3)　委員は、産業建設課産業担当課長補佐をもって充てる 
３　会長は、審査に必要があるときは、商工会ほか関係機関の出席を求めることができる。 
（補助金の交付決定） 
第９条　町長は、前条に規定する審査の結果、補助金の交付を適当と認めるときは、速やか

に補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をするものとする。 
２　町長は、交付決定をしたときは、速やかにその内容及び交付条件を今別町創業支援事業

補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 
３　町長は、第１項の審査により補助金を交付することが不適当と認めたときは、速やかに

今別町創業支援事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、当該申請者にその旨

通知する。 
（実績報告） 
第10条　補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業を完

了したときは、事業完了後30日を経過する日又は年度最終日の３月31日のいずれか早い

日までに、今別町創業支援事業補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出するものとする。 
(1)　事業により整備した店舗、設備及び購入した備品等が確認できる写真及び領収書等

の写し 
(2)　事業により作成した広告等の写し及び掲出が証明できる書類 
(3)　営業又は稼働を開始したことを証明できる書類等の写し 
(4)　営業許可証の写し（許認可を必要とする業種で、交付申請時に許認可を取得してい

ない場合に限る。） 
(5)　その他町長が必要と認める書類 
（補助金の額の確定及び通知） 
第11条　町長は、前条の規定による実績報告書等の提出を受けた場合は、その内容を審査

するとともに、必要に応じて実施調査等を行い、適当と認めた場合は、今別町創業支援事

業補助金確定通知書（様式第７号）により交付すべき額を確定し、補助事業者に通知する

ものとする。 



（補助金の請求） 
第12条　前条の通知を受けた補助事業者は、補助金を請求しようとするときは、今別町創

業支援事業補助金請求書（様式第８号）を町長に提出し、補助金の交付を受けるものとす

る。 
（事業状況報告） 
第13条　補助事業者は、事業が完了した年度の翌年度から２年間、補助事業の成果に係る

毎年度の状況について、年度最終日の３月31日までに今別町創業支援事業補助金事業状

況報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて町長に報告しなければならない。 
(1)　決算書並びに確定申告書の写し（管轄税務署の証明があるもの） 
(2)　その他町長が必要と認める書類 
（補助対象事業の廃止等） 
第14条　補助事業者は、営業開始の日から２年未満で営業を廃止しようとする場合、店舗

を町外に移転する場合等、町内で補助事業の遂行が困難になった場合、今別町創業支援事

業廃止等届出書（様式第10号）を町長に提出しなければならない。 
（交付決定の取り消し） 
第15条　町長は、前条に規定する届出書の提出による廃止を承認したとき、又は申請者が

偽りの他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき、若しくはこの要綱に違反した

ときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（補助金の返還） 
第16条　町長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交

付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができるものとする。 
（財産等の処分） 
第17条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「財産等」

という。）については台帳を作成し、補助事業の完了後においても適切に管理しなければ

ならない。 
２　補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）

に規定する期間内は、取得財産等の処分をしてはならない。ただし、町長が特別に認めた

ときはこの限りでない。 
３　前項に規定する期間内に取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見

込まれるときは、その収入の全部又は一部を町に納付させることができる。 



４　町長は、補助事業者が補助事業により取得又は効用が増加した資産及び設備並びに備品

について、必要に応じて調査を行うことができるものとする。 
（その他） 
第18条　この要綱に定めるもののほか、この補助金に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 
附　則 

この訓令は、公布日から施行する。 
附　則 

この訓令は、公布日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別表第１（第４条関係） 
１　金融保険業 
２　風俗営業（「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律」（昭和23年法律第

122号）の対象となるもの） 
３　暴力団（「今別町暴力団排除条例」（平成23年今別町条例第16号）の対象となるも

の） 
４　易断所、観相業、相場案内業 
５　競輪、競馬等の競争場 
６　競輪、競馬等の協議団 
７　麻雀店、パチンコホール、その他の遊戯場 
８　芸ぎ業、芸ぎ斡旋業 
９　競輪、競馬等の予想業 
10　場外馬券売り場、場外車券売り場 
11　興信所 
12　集金業、取立て屋 
13　宗教 
14　政治・経済・文化団体 
別表第２（第５条関係） 
１　事業の用に供する土地、建物の購入費 
２　店舗等の増改築や改修に要する経費 
３　設備又は備品の購入費 
４　広告宣伝費 
５　法人設立時に要する申請手数料等 
６　その他町長が適当と認める経費 


